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第１章 計画の概要

（1）計画策定の趣旨

町では、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者

総合支援法」という。）に基づき、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提

供体制の確保に係る目標、必要なサービス量の見込み及びその確保方策について障害福祉

計画を策定し、障害福祉サービス等の円滑な提供等、障害福祉施策の推進を図ってきまし

た。このたび、令和 3 年度から令和 5 年度までを期間とする「第 6 期障害福祉計画」及び

「第2期障害児福祉計画」の期間が満了することから、障害福祉サービス等の目標値や見込

み量を設定した「第 7期障害福祉計画」及び「第 3期障害児福祉計画」を一体的に策定する

ものです。

（2）計画の位置付け

「第 7期板倉町障害福祉計画」は、障害者総合支援法第88条第 1項に基づく「市町村障

害福祉計画」として位置づけます。

「第 3期板倉町障害児福祉計画」は、児童福祉法33条の20第 1項に基づく「市町村障

害児福祉計画」として位置づけます。

なお、本計画は「板倉町総合計画」（令和 2 年度～令和 9年度）、その他本町の諸計画及

び群馬県障害福祉計画との整合性を図りながら策定するものです。

福祉分野

板
倉
町
地
域
福
祉
計
画

板倉町総合計画

その他

群馬県 群馬県福祉プラン等

板
倉
町
地
域
福
祉
活
動
計
画

連携

支援

板
倉
町

社
会
福
祉
協
議
会

板倉町

支援

一体的策定

主 な 関 連 分 野 計 画

な ど

い の ち を 支え る 板 倉町
自 殺 対策 行 動 計画

板 倉 町 障 害 福 祉 計 画
・ 障 害児 福 祉 計画

板 倉 町 高 齢者 福 祉 計画
・ 介 護 保 険 事 業 計 画

板 倉 町 子 ども ・ 子 育て
支援 事 業 計画

板倉町地域防災計画

板 倉 町 都 市 計 画
マ ス タ ー プ ラ ン

板倉町教育行政方針

ひ ま わ り 健 康 ２ １
(板倉町健康増進計画
・ 食 育 推 進 計 画 )

そ の 他 関 連 計 画

板
倉
町
成
年
後
見
制
度

利
用
促
進
基
本
計
画

整合
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（3）計画の期間

本計画の期間は、令和 6年度から令和 8年度までの 3年間とします。

ただし、具体的な施策の実施にあたっては、社会情勢や財政状況及び関連制度・法令の

改正等の変化に柔軟に対応するため、必要に応じて見直しを行います。

平成

３０年度

令和

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

第５期
障害福祉計画

第６期
障害福祉計画

第７期
障害福祉計画

第１期
障害児福祉計画

第２期
障害児福祉計画

第３期
障害児福祉計画
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第２章 計画の基本的な方向性

（1）地域における生活の維持及び継続の推進

地域生活支援拠点等の構築及び機能の充実を図ります。

地域における障害者の生活を支えるサービスを充実させていきます。

（2）精神障害にも対応した地域生活ケアシステムの構築

長期入院患者の減少等、地域移行施策等を計画的に進めていきます。

（3）福祉施設から一般就労への移行等

就労移行支援事業、就労継続支援事業の利用者増を目指しつつ、就労定着支援事業を

推進していきます。

（4）地域共生社会の推進

全ての人が地域、暮らし、生きがいをともに創り高め合う地域共生社会を実現するた

め、ともに支え合う関係性の構築を目指していきます。

（5）発達障害者等支援の充実

発達障害者及び発達障害児の早期発見に加えて、家族を含めた支援体制の充実を図

っていきます。

（6）障害児支援の体制の強化

児童発達支援センタ－や支援体制の強化を図っていきます。
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第３章 障害者の状況

（1）障害者手帳所持者数の推移

障害者手帳保持者数（各年度末現在 ※令和５年度は、令和６年１月末現在） （単位：人）

区分
平成

３０年度

令和

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度※

身体障害者手帳 ４７８ ４７２ ４６２ ４４１ ４４１ ４２７

１級 １８１ １７５ １７４ １６１ １６２ １６４

２級 ７０ ７０ ６２ ６５ ６２ ６３

３級 ７１ ７３ ７２ ６８ ６７ ６２

４級 １１９ １１８ １１７ １１２ １１６ １０８

５級 ２４ ２３ ２４ ２２ ２１ １７

６級 １３ １３ １３ １３ １３ １３

療育手帳 １２２ １２５ １２６ １３０ １３３ １３３

Ａ(重度) ４１ ４２ ４２ ４２ ４３ ４６

Ｂ(中軽度) ８１ ８３ ８４ ８８ ９０ ８７

精神障害者

保健福祉手帳
９４ １０３ １１１ １１４ １２０ １１１

１級 ４３ ４３ ４４ ４０ ３７ ３３

２級 ３７ ３９ ４２ ３８ ４２ ３６

３級 １４ ２１ ２５ ３６ ４１ ４２

合計 ６９４ ７０５ ６９９ ６８５ ６９４ ６７１
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（2）障害支援区分認定の現状

障害支援区分の決定者数（各年度末現在 ※令和５年度は令和６年１月末現在） （単位：人）

区分
平成

３０年度

令和

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度※

身体障害 ３ ６ ７ ５ ７ １２

区分１ ０ ０ ０ ０ ０ １

区分２ ０ ０ ０ ０ ０ ０

区分３ ０ ２ １ １ １ ３

区分４ ２ １ ０ ３ ２ １

区分５ １ １ １ １ １ ２

区分６ ０ ２ ５ ０ ３ ５

知的障害 １３ １８ ２１ ２０ ２６ １２

区分１ １ ０ ０ １ ０ ０

区分２ ２ ５ １ ５ ４ ２

区分３ ２ ３ ３ ４ ３ ３

区分４ １ １ ２ ２ ３ １

区分５ １ ０ ２ １ １ ２

区分６ ６ ９ １３ ７ １５ ４

精神障害 ４ ７ １８ ８ ８ ７

区分１ ０ ０ ０ ０ ０ ０

区分２ ０ ３ １ ３ ４ ４

区分３ ２ ３ １ ２ ３ ２

区分４ １ １ ３ ２ １ ０

区分５ １ ０ ０ １ ０ １

区分６ ０ ０ １３ ０ ０ ０
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第４章 本計画の成果目標

（1）福祉施設の入所者の地域生活への移行

項目 数値 備考

【実績】

令和４年度末時点の

施設入所者数

１８人
令和４年度末時点において、福祉施設に入所している障害が

あるかたの人数。

令

和

８

年

度

末

【目標①】

地域生活移行者数

４人 施設から、グループホームや一般住宅等に移行する者の数。

令和４年度末時点における施設入所者の６％以上が、令和８

年度末までに地域生活に移行することを基本とする。

22.2

％

令和８年度末におけ

る施設入所者数
１７人 令和８年度末時点での施設入所者見込数。

【目標②】

施設入所者数の削減

１人 令和８年度末時点での施設入所者の削減目標（見込）数。

令和８年度末の施設入所者数を、令和４年度末時点から５％

以上削減することを基本とする。

５．５

％
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（2）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

項目

数値

備考令和

６年度 ７年度 ８年度

【活動指標①】

市町村ごとの保健、医療、

福祉関係者による協議の

場の開催回数

４回 ４回 ４回

市町村ごとの保健、医療、福祉関係者

による協議の場を通じて、重層的な連

携による支援体制を構築するために

必要となる協議の場の一年間の開催

回数の見込みを設定する。

【活動指標②】

市町村ごとの保健、医療、

福祉関係者による協議の

場への関係者の参加者数

１４人 １４人 １４人

市町村ごとの保健、医療、福祉関係者

による協議の場を通じて、協議の場の

参加者数を設定する。

【活動指標③】

市町村ごとの保健、医療、

福祉関係者による協議の

場における目標設定及び

評価の実施回数

２回 ２回 ２回

市町村ごとの保健、医療及び福祉関

係者による協議の場を通じて、協議の

場における目標設定及び評価の実施

回数の見込みを設定する。

【活動指標④】

精神障害者の地域移行支

援の利用者数

０人 １人 １人
「地域移行支援」の利用者のうち精神

障害者数を設定する。

【活動指標⑤】

精神障害者の地域定着支

援の利用者数

０人 ０人 ０人
「地域定着支援」の利用者のうち精神

障害者数を設定する。

【活動指標⑥】

精神障害者の共同生活援

助の利用者数

１０人 １１人 １２人
「共同生活援助」の利用者のうち精神

障害者数を設定する。

【活動指標⑦】

精神障害者の自立生活援

助の利用者数
０人 ０人 ０人

「自立生活援助」の利用者のうち精神

障害者数を設定する。

【活動指標⑧】

精神障害者の自立訓練（生

活訓練）の利用者数

０人 ０人 ０人
「自立訓練の（生活訓練）」の利用者数

のうち精神障害者数を設定する。
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（3）地域生活支援拠点等が有する機能の充実

※地域生活支援拠点については本町単独ではなく、館林市と本町を含む邑楽郡 5町で令和 4年度から設

置しました。

項目

数値

備考令和

６年度 ７年度 ８年度

【目標】

地域生活支援拠点等を

確保しつつ、その機能の

充実のため、年１回以上

運用状況を検証及び検

討

令和８年度末までの間、１つ以上確保しつつ、その機能充実のため、年１回以

上、運用状況を検証及び検討することを基本とする。

【活動指標①】

設置箇所数
１箇所 １箇所 １箇所

地域生活支援拠点等の設置箇所数を

設定する。

【活動指標②】

コーディネーターの配置

人数

３人 ３人 ３人
コーディネーターの配置人数を設定す

る。

【活動指標③】

検証及び検討の実施回

数について、年間の見込

み数

６回 ６回 ６回

地域生活支援拠点等が有する機能の

充実に向けた検証及び検討の実施回

数。

【活動指標④】

強度行動障害を有する障

害者の支援体制の充実

有 有 有

強度行動障害を有する障害者に関し

て、その状況や支援ニーズを把握し、

地域の関係機関が連携した支援体制

の整備を進めることを基本とする。
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（4）福祉施設から一般就労への移行等

項目 数値 備考

【実績①】

令和３年度の一般就労へ

の移行者数

１人

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業所等(生活介護、自立

訓練、就労移行支援、就労継続支援)を通じて、令和３年度におい

て一般就労した者の数。

【実績②】

令和３年度の就労移行

支援事業の一般就労へ

の移行者数

１人
令和３年度末における就労移行支援事業の一般就労への移行者

数。

【実績③】

令和３年度の就労継続

支援Ａ型事業の一般就

労への移行者数

０人
令和３年度末における就労継続支援Ａ型事業の一般就労への移行

者数。

【実績④】

令和３年度の就労継続

支援Ｂ型事業の一般就

労への移行者数

０人
令和３年度末における就労継続支援Ｂ型事業の一般就労への移行

者数。

【実績⑤】

令和3年度の就労定着支

援事業の利用者数

０人 令和３年度における就労定着支援事業の利用者数。

令

和

８

年

度

末

【目標①】

令和８年度の一般

就労移行者数

２人

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、令和８

年度に一般就労する者の数。

令和３年度実績の１．２８倍以上とすることを基本とする。

【目標①－２】

令和８年度の就労

移行支援事業の一

般就労移行者数

２人

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業を通じて、令和８年

度に一般就労する者の数。

令和３年度実績の１．２９倍以上とすることを基本とする。

【目標①－３】

令和８年度の就労

継続支援Ａ型事業

の一般就労移行者

数

２人

福祉施設の利用者のうち、就労継続支援Ａ型事業を通じて、令和８

年度に一般就労する者の数。

令和３年度実績の１．２８倍以上とすることを基本とする。

【目標①－４】

令和８年度の就労

継続支援Ｂ型事業

の一般就労移行者

数

２人

福祉施設の利用者のうち、就労継続支援Ｂ型事業を通じて、令和８

年度に一般就労する者の数。

令和３年度実績の１．２８倍以上とすることを基本とする。
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【目標②】

令和8年度の就労

移行支援事業所の

うち一般就労に移

行した者の割合が

5 割以上の事業所

の割合

５割

就労移行支援事業所のうち、令和８年度に就労移行支援事業利用終

了者に占める一般就労に移行した者の割合が５割以上の事業所の

割合。

５割以上とすることを基本とする。

【目標③】

就労定着支援事業

の利用者数

２人
就労定着支援事業の令和８年度の利用者の数。

令和３年度実績の１．４１倍以上とすることを基本とする。

【目標④】

就労定着支援事

業の就労定着率

３割

就労定着支援事業の令和８年度の利用終了後の一定期間における

就労定着率が７割以上となる就労定着支援事業所の割合を２割５

分以上とすることを基本とする。
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（5）障害児支援の提供体制の整備等

【目標】

項目 数値 備考

【目標①】

児童発達支援センターの

設置

１箇所

令和８年度末までに少なくとも一箇所以上設置することを基本と

する。

センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指す。

設
置
の
形
態

うち

市町村単独
０箇所

町単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっても差し

支えない。うち

圏域で整備
１箇所

【目標②】

保育所等訪問支援事業の

実施

１箇所
令和８年度末までに、保育所等訪問支援事業が利用できる体制を

構築することを基本とする。

設
置
の
形
態

うち

市町村単独
０箇所

町内で実施することが望ましいが、状況によっては当該市町村外

での実施でも可能とする。うち

圏域で整備
１箇所

【目標③】

障害児の地域社会への参

加・包容を推進するための

体制の構築

有

令和８年度末までに、地域の障害児通所支援事業所等が保育所等

訪問支援等を活用しながら、障害児の地域社会への参加・包容（イ

ンクルージョン）を推進する体制を構築することを基本とする。

【目標④－１】

主に重症心身障害児を支

援する児童発達支援事業

所の確保

１箇所
令和８年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支

援事業所を少なくとも一箇所以上確保することを基本とする。

設
置
の
形
態

うち

市町村単独
０箇所

町単独での確保が困難な場合には、圏域での確保であっても差し

支えない。うち

圏域で整備
１箇所

【目標④－２】

主に重症心身障害児を支

援する放課後等デイサー

ビス事業所の確保

１箇所

令和８年度末までに、主に重症心身障害児を支援する放課後等デ

イサービス事業所を少なくとも一箇所以上確保することを基本と

する。

設
置
の
形
態

うち

市町村単独
０箇所

町単独での確保が困難な場合には、圏域での確保であっても差し

支えない。うち

圏域で整備
１箇所
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【指標】

【目標⑤－１】

医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場の

設置

１箇所
令和８年度末までに、保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機

関等が連携を図るための協議の場を設けることを基本とする。

設
置
の
形
態

うち

市町村単独
０箇所

町単独での設置が困難な場合には、県が関与したうえでの、圏域で

の設置であっても差し支えない。うち

圏域で整備
１箇所

【目標⑤－２】

医療的ケア児等に関する

コーディネーターの配置

１箇所
令和８年度末までに⑤－１の協議の場を設けるとともに医療的ケア

児等に関するコーディネーターを配置することを基本とする。

項目

数値

備考令和

６年度 ７年度 ８年度

【活動指標①】

ペアレントトレーニングや

ペアレントプログラム等の

支援プログラム等の受講

者数

１人 １人 １人

現状のペアレントトレーニングやペアレントプ

ログラム等の支援プログラム等の実施状況

及び本町における発達障害者等の数を勘案

し、受講者数の見込みを設定する。

【活動指標②】

ペアレントトレーニングや

ペアレントプログラム等の

支援プログラム等の実施

者数

１人 １人 １人

現状のペアレントトレーニングやペアレントプ

ログラム等の支援プログラム等の実施状況

及び市町村等における発達障害者等の数を

勘案し、プログラムの実施者数（支援者数）の

見込みを設定する。

【活動指標③】

ペアレントメンターの人数
１人 １人 １人

現状のペアレントメンター養成研修等の実施

状況及び本町における発達障害者等の数を

勘案し、ペアレントメンターの人数の見込み

を設定する。

【活動指標④】

ピアサポートの活動への

参加人数

１人 １人 １人

現状のピアサポートの活動状況及び本町に

おける発達障害者等の数を勘案し、人数の見

込みを設定する。
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（6）相談支援体制の充実・強化等

項目

数値

備考令和

６年度 ７年度 ８年度

【目標】

総合的・専門的な相談支

援の実施および地域の相

談支援体制の強化を実

施する体制の確保

令和８年度末までに各市町村または圏域において、総合的・専門的な相談支

援の実施および地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保すること

を基本とする。

基幹相談支援センター等がその機能を担うことを検討する。

【活動指標①】

総合的・専門的な相談支

援

有 有 有

障害の種別や各種のニーズに対応で

きる総合的・専門的な相談支援の実

施の見込みを設定する。

【活動指標②】

地域の相談支援体制の

強化①

６件 ６件 ６件

地域の相談支援事業者に対する訪問

等による専門的な指導・助言件数の

見込みを設定する。

【活動指標③】

地域の相談支援体制の

強化②

６件 ６件 ６件
地域の相談支援事業者の人材育成の

支援件数の見込みを設定する。

【活動指標④】

地域の相談支援体制の

強化③

６回 ６回 ６回
地域の相談機関との連携強化の取組

の実施回数の見込みを設定する。

【活動指標⑤】

地域の相談支援体制の

強化④

６回 ６回 ６回

基幹相談支援センターによる個別事

例の支援内容の検証の実施回数の見

込みを設定する。

【活動指標⑥】

地域の相談支援体制の

強化⑤

１人 １人 １人

基幹相談支援センターにおける主任

相談支援専門員の配置数の見込みを

設定する。

【活動指標⑦】

自立支援協議会における

個別事例の検討を通じた

地域のサービス基盤の開

発・改善を行う取組

有 有 有

自立支援協議会における相談支援事

業所の参画による事例検討により、個

別事例の検討を通じた地域サービス

基盤の開発・改善を行う取組を行う体

制を確保することを基本とする。
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（7）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

項目

数値

備考令和

６年度 ７年度 ８年度

【目標】

障害福祉サービス等の質

を向上させるための取組

に関する事項を実施する

体制を構築

・令和８年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に関

する事項を実施する体制を構築することを基本とする。

【活動指標①】

障害福祉サービス等に

係る各種研修の活用

２人 ２人 ２人

都道府県が実施する障害福祉サービ

ス等に係る研修及びその他の研修へ

の市町村職員の参加人数の見込みを

設定する。

【活動指標②】

障害者自立支援審査支

払等システムによる審査

結果の共有

有 有 有
障害者自立支援審査支払等システム

による審査結果を分析してその結果

を活用し、事業所や関係自治体等と

共有する体制の有無及びその実施回

数の見込みを設定する。

１回 １回 １回

【活動指標③】

指導監査結果の関係市

町村との共有

有 有 有

都道府県等が実施する指定障害福祉

サービス事業者及び指定障害福祉通

所支援事業者等に対する指導監査の

適正な実施と、その結果を関係自治

体と共有する体制の有無及びその共

有回数の見込みを設定する。

１回 １回 １回
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第５章 障害福祉サービスの見込み量

（1） 訪問系サービス

①居宅介護（ホームヘルプ）

自宅において、入浴・排せつ・食事等の介護、調理・洗濯・掃除等の家事、通院時におけ

る介助など生活全般にわたる支援を行います。

②重度訪問介護

重度の肢体不自由者等で常に介護を必要とするかたに、自宅において、入浴・排せつ・

食事等の介護、調理・洗濯・掃除等の家事、外出時における移動中の介護等を総合的に行

います。

③同行援護

視覚障害により移動に著しい困難を有する障害のあるかたに、外出時に同行し、移動

に必要な情報を提供するとともに、移動の援護やその他の外出する際に必要な支援を行

います。

④行動援護

知的障害または精神障害により行動上著しい困難を有し、常に介護を要するかたに、

行動する際に生じ得る危険を回避するための必要な援護、外出時における移動中の介護、

排せつ及び食事等の介護、その他行動する際に必要な支援を行います。

⑤重度障害者等包括支援

常に介護を要し、意思疎通を図ることに著しい支障がある重度の障害があるかたに、

必要な障害福祉サービスを包括的に提供します。

訪問系サービスの実績と見込み

第 6 期においては、利用人数は増加傾向にありましたが、利用量は減少傾向にありまし

た。第 7期については利用者数について増加を見込み、適切な利用を支援します。

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

１５ １５ １６
１４ １７ １７

１３ １１ １４

利用量 時間／月

３１５ ３１５ ３１５
２５０ ２８９ ２８９

５５７ ２２７ ２７０
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（2） 日中活動系サービス

①生活介護

地域や入所施設において安定した生活を営むため、常に介護等の支援が必要なかたに

対して、主に日中において、入浴・排せつ・食事等の介護や、創作的な活動・生産活動など

の機会を提供します。

生活介護の実績と見込み

第 6期においては、利用者数は増加傾向にありました。第 7 期については、増加を見込

み、地域移行を支援していくにあたり、適切な利用を支援します。

②自立訓練（機能訓練）

地域生活を営む上で、一定の支援が必要な身体障害者に対して、理学療法、作業療法

その他必要なリハビリテーション、また、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支

援を行います。

自立訓練（機能訓練）の実績と見込み

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

３３ ３４ ３５
３６ ３６ ３６

３３ ３３ ３５

利用量 人日／月

６７５ ７００ ７２０
７４９ ７４９ ７４９

６８１ ６９０ ６５７

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

１ １ １
１ １ ０

０ ０ １

利用量 人日／月

１２ １２ １２
２３ ２３ ０

０ ０ ２０
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第 6 期においては、期間中の利用者が 1 名でした。第 7 期においては、必要なかたに利

用いただけるよう、関係機関との連携を強化し、対象者の掘り起こしと適切な利用を支援し

ます。

③自立訓練（生活訓練）

地域生活を営む上で、一定の支援が必要な知的障害者・精神障害者に対して、食事や

家事等の日常生活能力を向上するための支援を行います。

自立訓練（生活訓練）の実績と見込み

第 6期においては、期間中の利用者が 1 名でした。第 7期においては、必要なかたに利用い

ただけるよう、関係機関との連携を強化し、対象者の掘り起こしと適切な利用を支援します。

④就労選択支援（令和 7年 10 月より開始予定）【新規】

障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手

法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択の支援を行います。

就労選択支援の見込み

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

１ １ １
１ １ １

１ ０ ０

利用量 人日／月

８ ８ ８
８ ８ ８

３ ０ ０

単位

第７期見込み量

令和６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月 - ６ ７

利用量 人日／月 - ６0 ７0
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⑤就労移行支援

一般就労等を希望しているかたに対して、生産活動、職場体験、その他の活動の機会

を提供し、就労に必要な知識及び技術の習得を支援します。また、求職活動に関する支援

や就職後の職場への定着のための支援も行います。

就労移行支援の実績と見込み

第 6期においては、利用者数は見込みを下回りましたが、増加傾向にあります。第 7 期にお

いては、一般就労に向けた対象者の支援及び事業者との連携強化を図り、利用者の増加を目指

します。

⑥就労継続支援 A型（雇用型）

一般企業での就労が困難なかたに対して、雇用契約に基づく就労機会の提供や、就労

に必要な知識及び能力向上のための訓練など、必要な支援を行います。

就労継続支援 A型（雇用型）の実績と見込み

第 6期においては、近隣に新たな事業所が開所した影響等もあり、利用者数は増加傾向

にあります。第 7期においては、利用実績を基にさらなる増加を見込みます。

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

５ ６ ７
４ ４ ５

１ １ ２

利用量 人日／月

６０ ７２ ８４
６５ ６５ ８２

４ ２３ ４１

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

１ ２ ２
８ １０ １２

４ ６ ６

利用量 人日／月

２３ ４６ ４６
１７８ ２２３ ２６８

９０ １３２ １１７
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⑦就労継続支援 B型（非雇用型）

一般企業等の雇用に結びつかないかたや、一定の年齢に達しているかたなどに対して、

雇用契約に基づかない就労機会の提供や、就労に必要な知識及び能力向上のための訓

練など、必要な支援を行います。

就労継続支援 B型（非雇用型）の実績と見込み

第 6期においては、近隣に新たな事業所が開所した影響等もあり、利用者数は増加傾向

にあります。第 7期においては、利用実績を基にさらなる増加を見込みます。

⑧就労定着支援

一般就労へ移行したあとの、就労に関する不安や生活面の課題等を解消し、安定した

就労を維持するために、企業や自宅への訪問や、必要な連絡調整及び指導・助言等を行

います。

就労定着支援の見込み

第 6期においては、期間中の利用者が 1 名でした。第 7 期においては、必要なかたに利

用いただけるよう、関係機関との連携を強化し、対象者の掘り起こしと適切な利用を支援し

ます。

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 R８年度

利用者数 人／月
１７ １６ １５

２７ ２９ ３１
２１ ２５ ２５

利用量 人日／月
３４０ ３２０ ３００

５３５ ５７４ ６１４
４２１ ４４８ ４７１

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

１ １ １
１ ２ ２

０ １ １
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⑨療養介護

病院等への長期の入院による医療的ケアと常時の介護を必要とする人に対して、病院

等において食事や入浴等の介護を行うとともに、日常生活上の相談支援やレクリエーショ

ン活動等の社会参加活動支援、声かけ等のコミュニケーション支援など、身体能力や日常

生活能力の維持・向上のための支援を行います。

療養介護の実績と見込み

第 6期においては、期間中の利用者が 1 名でした。第 7 期においては、必要なかたに利

用いただけるよう、関係機関との連携を強化し、対象者の掘り起こしと適切な利用を支援し

ます。

⑩短期入所（ショートステイ）福祉型・医療型

自宅において介護を行うかたが、病気やその他の理由により介護できないとき、短期

間施設に入所し、入浴、排せつ及びその他の必要な支援を行います。

短期入所（福祉型）の実績と見込み

第 6期の前半において、感染症対策として、受入の制限や利用を控える事例がありまし

た。第 7期においては、通常の利用を想定した支給量を見込みました。

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

１ １ １
１ １ １

１ １ １

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

３ ４ ５
１ １ １

０ １ ０

利用量 人日／月

３０ ４０ ５０
２ ２ ２

０ ２ ０
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短期入所（医療型）の実績と見込み

第 6期には実績がありませんでした。対象の掘り起こしと適切な利用の支援に努めます。

（3） 居住系サービス

①自立生活援助

障害者支援施設やグループホーム等を利用していたことがあり、一人暮らしを希望す

るかたに対して、定期的または必要に応じて利用者の自宅を訪問し、生活上の課題につ

いて確認や、必要な助言、関係機関との連絡調整を行います。

自立生活援助の見込み

第6期には実績がありませんでした。自立生活のため、対象の掘り起こしと適切な支援を

行います。

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

１ １ １
０ ０ １

０ ０ ０

利用量 人日／月

３ ３ ３
０ ０ ２

０ ０ ０

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

１ １ １
１ １ １

０ ０ ０
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②共同生活援助（グループホーム）

地域で共同生活を営むのに支障のないかたに、共同生活の住居において、主に夜間、

相談、入浴、排せつ、食事の介護等、その他日常生活上の援助を行います。

共同生活援助の実績と見込み

第 6期においては、近隣に新たな事業所が開所した影響等もあり、利用者数は見込みを

上回るほどの増加傾向にあります。第 7 期においては、利用実績を基にさらなる増加を見

込みます。

③施設入所支援

施設に入所する障害者のかたに、主に夜間及び休日において、相談、入浴、排せつ、食

事の介護等、生活上の相談及び助言、その他日常生活上の必要な支援を行います。

施設入所支援の実績と見込み

第 6期においては、利用実績は減少傾向にありました。第 7期においては、入所希望（入

所待機者）者の人数等も考慮するとともに、入所者の地域生活への移行を推進することか

ら、一時的な入所者の増加の後、入所者の減少を見込みます。

単位

第６期

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

２０ ２１ ２２
２７ ２８ ３１

２４ ２５ ２６

単位

第６期

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

１９ １８ ２０
２２ ２０ １７

１９ １８ ２０
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④宿泊型自立訓練

知的障害や精神障害のあるかたに、一定期間居住の場を提供し、帰宅後における家事

等の日常生活能力を向上させるための訓練やその他必要な支援を行います。

宿泊型自立訓練の実績と見込み

第 6期においては、期間中の利用者が 1 名でした。第 7 期においては、必要なかたに利

用いただけるよう、関係機関との連携を強化し、対象者の掘り起こしと適切な利用を支援し

ます。

（4） 相談支援サービス

①計画相談支援

障害福祉サービスを利用するための、サービス等利用計画についての相談及び作成

や、障害があるかたの自立した生活を支え、課題の解決や適切なサービスの利用に向け

て、ケアマネジメントによりきめ細かく支援を行います。

計画相談支援の実績と見込み

第 6期の実績は見込みを大きく上回りました。第 7 期においても、必要な支援につなが

るように事業者との連携強化を図ります。

単位

第６期

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

０ １ １
０ １ １

１ ０ ０

単位

第６期

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

１５ １６ １６
２１ ２２ ２５

１０ ２０ １８
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②地域移行支援

入所施設や精神科病院等からの退所・退院にあたって支援を要するかたに対して、関

係機関と連携し、地域移行に向けた支援を行います。

地域移行支援の実績と見込み

過去において実績がありませんでしたが、対象者の自立生活に向け、適切な利用を支援

していきます。

③地域定着支援

入所施設や精神科病院等からの退所・退院したかた、家族との同居から一人暮らしに

移行したかたなど、地域生活が不安定なかたに対して、地域での生活を継続していくた

めに必要な支援を行います。

地域定着支援の実績と見込み

過去において実績がありませんでしたが、対象者の自立生活に向け、適切な利用を支援

していきます。

単位

第６期

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

０ ０ １
０ ２ ２

０ ０ ０

単位

第６期

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用者数 人／月

０ ０ ０
０ ０ １

０ ０ ０



25

第６章 障害児支援サービスの見込み量

（１） 児童発達支援

療育の観点から、集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学の児童に対

して、通所による療育の場を提供し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技術の付

与、集団生活への適応訓練及びその他必要な支援を行います。

児童発達支援の実績と見込み

第6期の実績では、利用児童数は見込みを上回り、増加傾向にあります。第 7期において

は児童数の増減も考慮しつつ、適切な利用のため、事業所の確保等に努めます。

（２）放課後等デイサービス

就学している障害児に対して、放課後や夏休み期間中などに、生活能力向上のために必要

な訓練、社会との交流の促進、その他必要な支援を行います。

放課後等デイサービスの実績と見込み

第６期において、利用者数は、増加傾向にあります。事業所との連携強化を図り、第７期に

おいても、必要サービス量を確保し適切な利用の支援に努めます。

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用児童数 人／月
８ ８ ８

１３ １２ １３
６ ９ １１

利用量 人日／月
６０ ６０ ６０

１０５ ９７ １０５
６７ ７６ １２６

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用児童数 人／月
１２ １２ １２

１８ ２０ １６
１４ １４ １５

利用量 人日／月
１３０ １３０ １３０

２６８ ２９８ ２３８
２１４ １９１ ２２７
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（３）保育所等訪問支援

保育所や学校等を利用中の障害がある児童に対して、関連施設で専門的な指導経験のあ

る児童指導員や保育士が訪問を行い、集団生活に適応するための支援を行います。

保育所等訪問支援の実績と見込み

第6期には実績がありませんでした。対象児の掘り起こしと適切な利用を支援していきま

す。

（４）医療型児童発達支援

肢体不自由があり、機能訓練または医療的支援が必要と認められた児童に対して、日常生

活における基本的な動作の指導、知識技術の付与、集団生活への適応訓練及び必要に応じて

治療も行います。

医療型児童発達支援の実績と見込み

第6期には実績がありませんでした。対象児の掘り起こしと事業所の確保に努め、適

切な利用を支援していきます。

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用児童数 人／月
１ １ １

１ １ １
０ ０ ０

利用量 人日／月
１ １ １

１ １ １
０ ０ ０

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用児童数 人／月
０ ０ ０

０ ０ ０
０ ０ ０

利用量 人日／月
０ ０ ０

０ ０ ０
０ ０ ０



27

（５）居宅訪問型児童発達支援

重症心身障害児などの重度の障害児等であって、児童発達支援等の障害児通所支援を受

けるために外出することが著しく困難な重度の障害等の状態にある児童に対して、自宅を訪

問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を行います。

居宅訪問型児童発達支援の見込み

第6期には実績がありませんでした。対象児の掘り起こしと事業所の確保に努め、適

切な利用を支援していきます。

（６）福祉型・医療型児童入所支援

入所により、障害がある児童に日常生活の指導及び自活に必要な知識技能の付与等の支

援を行います。また医療型では、福祉サービスに併せて医療も提供します。

福祉型・医療型児童入所支援の実績と見込み

令和4年度まで福祉型に 1名の利用がありました。第 7期では、福祉型について、1名の

利用を見込みます。

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用児童数 人／月
０ ０ １

０ ０ ０
０ ０ ０

利用量 人日／月
０ ０ ８

０ ０ ０
０ ０ ０

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用児童数 人／月
０ ０ ０

１ １ １
１ １ ０

単位

第６期 実績

(上段が見込、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用児童数 人／月
０ ０ ０

０ ０ ０
０ ０ ０
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（７）障害児相談支援

障害児福祉サービスを利用するための、サービス等利用計画についての相談及び作成や、

課題の解決や適切なサービスの利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援を行い

ます。

障害児相談支援の実績と見込み

第6期において、児童の相談支援については、増加傾向にあります。児童数から、一定数の

利用を見込み、適切なサービス利用に結びつくよう、状況把握に努め、相談支援事業者との連

携強化にに努めます。

（８）医療的ケア児に対するコーディネーターの配置

医療的ケア児が必要とする他分野にまたがる支援の調整とともに、協議の場に参画し、地

域における課題の整理や地域資源の開発等を行う、コーディネーターを配置し、医療的ケア児

に対する支援体制づくりを推進します。

コーディネーター配置の見込み

必要な支援に結びつけられるよう、1名の配置を目指します。

単位

第６期 実績

（上段が見込み、下段が実績）
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

利用児童数 人／月

５ ５ ５
１０ １０ １０

５ ８ ２

単位

第６期 実績

(上段が見込み、下段が実績)
第７期見込み量

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

コーディネ

ーターの

配置人数

人
０ ０ ０

１ １ １
０ ０ ０
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（９）子ども・子育ての支援等の推進

対象児及び保護者の状況や子ども・子育て支援等のニーズの把握に努め、適切なサービス

利用につながるよう、体制整備に努めます。また、「子ども・子育て支援事業計画」との整合性

を図りつつ、関係機関との連携を強化し、早期発見・早期療育の推進に努めます。
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第７章 地域生活支援事業

地域生活支援事業とは、障害のあるかたが地域で自立した日常生活または社会生活を営む

ことができるよう、地域の特性や本人の状況に応じて、市町村が柔軟な形態により事業を計

画的に実施することで、障害のあるかたの福祉の増進を図ることを目的としています。

（1） 事業の内容

① 理解促進研修・啓発事業

障害のあるかたが日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」をなくすため、障

害のあるかたの理解を深めるための研修や啓発事業を通じて、地域住民への働きかけを強化

することにより共生社会の実現を図ります。

② 自発的活動支援事業

障害のあるかたが自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障害のあるか

た、その家族や地域住民等による自発的な取り組みを支援することにより、共生社会の実現

を図ります。

③ 相談支援事業

ア 障害者相談支援事業

本町では相談支援事業者に事業を委託し、障害福祉に関する下記のような相談に対しての

支援や必要な援助を行うため、関係機関と連携をとりながら、助言その他のサービスの利用

支援等を行います。

・福祉サービスの利用援助(情報提供や相談等)

・社会資源を活用するための支援（支援施策に関する助言や指導など）

・社会生活の能力を高めるための支援

・権利擁護のために必要な援助

・専門機関の紹介など

また、相談支援事業をはじめとする地域のサービス基盤の整備に関し、中核的役割を果た

す協議の場として館林市外五町地域自立支援協議会（館林市､板倉町、明和町、千代田町、大

泉町、邑楽町）を設置します。

協議会が実施主体となり、相談支援事業者、福祉サービス事業者、保健・医療、学校、企業、

高齢者介護等の関係機関、障害当事者団体、権利擁護関係者、地域ケアに関する学識経験者

等を構成員とします。地域自立支援協議会の主な機能は次のとおりです。

・中立公平性を確保する観点から、委託相談支援事業者の運営評価を実施

・困難事例への対応のありかたに関する協議、調整（当該事例の支援関係者等による個別ケ

ア会議を必要に応じて随時開催）
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・地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議

・地域の社会資源の開発、改善

・市町村相談支援機能強化事業及び都道府県相談支援体制整備事業の活用に関する協議

・権利擁護等の分野別のサブ協議会等の設置、運営等

イ 基幹相談支援センター等機能強化事業

本町における相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、一般的な相談支援事業に加

え、特に必要と認められる能力を有する専門的職員（社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等）

を配置することにより、専門的な相談支援等を要する困難ケースへの対応を可能とし、相談

支援機能の強化を図ります。

ウ 住宅入居等支援事業（居住サポート事業）

賃貸契約による一般住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居を希望しているが、保

証人がいないなどの理由により入居が困難な障害のある人に対し、入居に必要な調整等に係

る支援を行うとともに、家主等への相談・助言を通じて障害のある人の地域生活を支援しま

す。

④ 成年後見制度利用支援事業

成年後見制度の利用が有効と認められる知的障害のあるかたまたは精神障害のあるかた

に対し、障害福祉サービスの利用契約の締結等が適切に行われるよう成年後見制度の利用を

支援し、これらの障害のあるかたの権利擁護を図ります。

⑤ 意思疎通支援事業

聴覚、音声機能、言語機能、視覚等その他の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある

障害のあるかたに、周りの者との意思疎通を図るために援助となるよう手話通訳者、要約筆

記者等の派遣を行います。

⑥ 日常生活用具給付等事業

在宅の障害のあるかたの日常生活の便宜を図るため、下記のような自立生活支援用具等

を給付または貸与します。

ア 介護・訓練支援用具 イ 自立生活支援用具

ウ 在宅療養等支援用具 エ 情報・意思疎通支援用具

オ 排泄管理支援用具 カ 居宅生活動作補助用具（住宅改修費）

⑦ 手話奉仕員養成研修事業

手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得した意思疎通支援を

行う者（手話奉仕員等）の養成を行います。

⑧ 移動支援事業

屋外での移動が困難な障害のあるかたについて、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇

活動等への社会参加のための外出の支援を行い、地域における自立生活及び社会参加を促

進します。
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⑨ 地域活動支援センター

障害のあるかたが通所して創作的活動や生産活動を行う機会を提供し、社会との交流の促

進等の便宜を供与する地域活動支援センターの機能を充実強化し、地域生活支援の促進を図

ります。

また、障害のあるかたが安心して地域生活を営むことができる環境整備を図るため、地域

活動支援センターの機能をより高めた、「多機能型施設」の整備を目指します。

⑩ 訪問入浴サービス事業

在宅での入浴が困難な身体障害者のかたの自宅を訪問し、看護師やヘルパーが入浴を支

援するサービスです。 横になった状態で入浴が可能なため、障害のあるかたでも安心して利

用することができます。

⑪ 日中一時支援事業

日中、監護する者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要と認められる障害のある

かたの活動の場を確保し、障害のあるかたの家族の就労支援及び障害のあるかたを日常的

に介護している家族の一時的な休息を目的とします。

具体的には、日中、障害福祉サービス事業所、障害者支援施設等において障害のある人に活

動の場を提供し、見守り、社会に適応するための日常的な訓練などを行います。
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（2）第 6期のサービス実績及び第7期の見込み

（令和３～４年度は、各年度末現在。令和５年度は、令和６年１月末現在。）

サービス名 単位
令和

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

理解促進研修・啓発事業
実施の

有無
無 無 無 無 有 有

自発的活動支援事業
実施の

有無
無 無 無 無 有 有

成年後見制度利用支援事業 件数 １ １ １ １ ２ ２

相
談
支
援
事
業

障害者相談支援事業
実施の

有無
有 有 有 有 有 有

基幹相談支援センタ

ー等機能強化事業

設置の

有無
無 無 無 無 有 有

住宅入居等支援事業
実施の

有無
無 無 無 無 有 有

支
援
事
業

意
思
疎
通

手話通訳者派遣事業 件数 ０ ４ ７ ７ ７ ７

要約筆記者派遣事業 件数 ０ ０ ０ １ １ １

日
常
生
活
用
具
給
付
事
業

介護・訓練支援用具

件数

１ ２ ２ ２ ２ ２

自立生活支援用具 ０ ０ ０ １ １ １

在宅療養等支援用具 ０ ０ ０ １ １ １

情報・意思疎通支援

用具
０ １ １ １ １ １

排泄管理支援用具 ５７ ５３ ５７ ６０ ６０ ６０

居宅生活動作補助用

具（住宅改修費）
０ ０ ０ １ １ １

手話奉仕員養成研修 履修者数 ０ １ １ ２ ２ ２

移動支援事業

利用者数 ４ ５ ５ ５ ５ ５

延時間数 ４０６ ５１７ ４２６ ５６７ ５６７ ５６７

地域活動支援センター

施設数 １ １ １ １ １ １

延べ

利用者数
１５６ １５６ １２７ １７２ １７２ １７２
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第 6期の実績から、第 7期の利用を見込みました。必要なかたに適切なサービスが提供で

きるよう、状況把握に努めるとともに、サービスの必要量を確保しつつ質の向上を目指します。

訪問入浴サービス事業

利用者数 ０ ０ ０ １ １ １

利用回数 ０ ０ ０ ９６ ９６ ９６

日中一時支援事業

利用者数 ２ ３ ５ ５ ５ ５

利用回数 １１ １６ ８４ ８０ ８０ ８０
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第８章 計画の推進に向けて

本計画の点検評価を「ＰＤＣＡサイクル」に基づいて実施します。「ＰＤＣＡサイクル」とは、計

画（Ｐｌａｎ）を立て、それを実行（Ｄｏ）し、進み具合を評価（Ｃｈｅｃｋ）して、見直し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）

を行うという４段階を繰り返すことです。

障害福祉計画、障害児福祉計画の成果目標の達成状況、各施策の進捗状況の定期的な確

認を行います。その結果を、最新の国の状況や動向も踏まえつつ分析を行い、利用者を含む

様々な視点からの評価に努め、必要な見直しを行います。

計画の策定

見直し・改善 進捗の評価

施策の実行

Action

Check Do

Plan

Action Check

DoPlan

PDCA
サイクル


